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序
　平成 20 年 3 月に指導要領が大幅改訂され、今後すべ
ての科目について授業計画が同じく大幅変更を余儀なく
されることになる。技術科についても同様で、ものづく
りと情報とコンピュータという分野区分が廃止され、そ
のさまざま学習項目の組み換えがなされたが、それ以上
に必修と選択区分が廃棄され、あらゆる学習項目が必修
となった。
　技術科の担当者は年間計画を大幅に組み替えなければ
ならなくなっただけではない。従来選択領域であったプ
ログラミングなどは必修となったことから、この領域を
苦手としていて選択項目から外していた教師も、その基
本から知識を習得し、その教授法も練らなければならな
くなった。
　そこでまずその改訂の趣旨などを検討し、今後の指導
案作成を指導するさいの指針を明確にし、その後実際の
作成指導の内容に言及することにする。
第 1章　学習指導要領の改訂の骨子
1. 1 「総則」の改訂とその趣旨
　新指導要領の「総則」は、平成 10 年に成立した現行
の学習指導要領のそれを全面改訂したものではないが、
かなりの項目が新たに付加されたり、章立てを変えたり
しているので、大幅改定と言えるものである。新指導要
領では、現行で目玉科目とされた「総合的学習の時間」
の位置づけが大きく後退することになった。「生きる力」
を育むことが前指導要領の眼目であったが、その運用が
必ずしもうまくなされなかったことから、その悪しき面
だけがマスコミ等に取り上げられ、児童生徒の学力不足
を招いた張本人として槍玉に挙げられることになった。
なお、「総合的学習の時間」は総則からはずされ、新た
に単独の科目として指導要領が作成されたが、これにつ
いては触れない。
　大幅改定とはいえ、現行指導要領のモットーとも言え
る「生きる力」を育むという原則的な目標は消失したわ
けはなく、「問題解決型学習」の必要性についても新指
導要領に残っている：
　基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ、
これらを活用して課題を解決するために必要な思考
力、判断力、表現力その他の能力をはぐくむとともに、
主体的に学習に取り組む態度を養い、個性を生かす教
育の充実に努めなければならない。
　「主体的に学習に取り組む態度」の涵養が新たに付加
されたが、これは予習や復習など自宅での自主的な学習
の必要性を明記したものである。
　「生徒の発達の段階を考慮して、生徒の言語活動を充
実する」という目標は、現行指導要領にも似たような文
言があったが、「教育課程編成の指針」において原則的
なものに格上げされた。これは技術科の教育についても
無縁ではない。レポート作成や口頭発表などのさい、正
しい日本語で理路整然と書いたり発言したりすることが
要請されるからである。
　授業時間数に関しては、数学や国語の時間数が増えて
一方で、総合的な学習の時間は減らされた。しかし技術
家庭科に関しては時間数は変更なかった。
　「第 4　指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項」
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の (6) で「各教科等の指導に当たっては、生徒が学習の
見通しを立てたり学習したことを振り返ったりする活動
を計画的に取り入れるようにすること」が要請されるこ
とになった。この要請は、学習体系を生徒に意識させる
ことが目的であるが、これについては技術家庭科にも関
係するので、後で触れる。
　「総則」におけるその他の変更点については、本稿の
趣旨と関連性が少ないので、その内容について言及する
必要がないだろう。
1. 2 技術科の改訂とその趣旨
　技術科の学習指導要領の改訂は、平成 20 年１月の中
央教育審議会の答申に基づいたものである。この答申に
は改訂趣旨が載っているので、その一部を抜粋してみる。
ここでは特に技術科に焦点を当て、まとめてみよう。
　まず「ものづくりを支える能力などを一層高めるとと
もに、よりよい社会を築くために、技術を適切に評価し
活用できる能力と実践的な態度の育成」が基本方針とさ
れている。技術の社会に対する影響（悪いものも含めて）
を教えて、生徒がそれを正しく評価することが求められ
ている。
　次に「社会の変化に」対応すべく、「持続可能な社会
の構築や勤労観・職業観の育成を目指し、技術と社会・
環境とのかかわり、エネルギー、生物に関する内容の改
善・充実を図る」とあり、すぐれて今日的な問題も生徒
に着目させるように要求されている。持続可能な社会や
エネルギー問題など今日の喫緊の課題が取り上げられて
いるだけでなく、技術者の倫理にもかかわる事項にも言
及している。また「情報通信ネットワークや製品の安全
性に関するトラブルの増加に対応し、安全かつ適切に技
術を活用する能力の育成を目指す指導」することが求め
られている。後でも見るように、情報関連は教える項目
が増えたが、今や情報通信が社会を根底から支え、また
利便性を高めている一方で、インターネット犯罪など、
情報モラルに関わることも教えることが必須になったと
いう事情が背景にあろう。
　次に「改善の具体的な事項」で、技術科については次
のように、2 分野（「技術とものづくり」と「情報とコ
ンピュータ」）から 4 分野に細分化されることになり、
しかも全分野必修となった：「現代社会で活用されてい
る多様な技術を、①材料と加工に関する技術、②エネル
ギーの変換に関する技術、③生物育成に関する技術、④
情報活用に関する技術等の観点から整理し、すべての生
徒に履修させる」。4 分野になったので、情報関連の比
重が軽くなったかのように思えるが、そうではない。こ
れについては具体的に後で検討する。
　この後先ほどあげた技術に関わる勤労観、職業観、技
術評価などを教えることに必要性に続いて、中学校での
技術科の学習内容を、小学校、高校でのそれと体系的に
位置づけ、しかも「小学校での学習を踏まえた中学校で
の学習のガイダンス的な内容を設定する」ことになった。
具体的には中学校 1 年次のしかも 1 学期に学習体系の全
体像を生徒に伝えなければならないことになったわけで
ある。
1. 3. 技術科の指導要領改訂内容
　中教審の答申を紹介したので、以下では指導要領また
はその解説に書かれてあることで、新項目について特に
絞って、その内容を確認しておきたい。
　指導要領本文に関しては、新旧の差異を指摘できる箇
所は多くないが、しかしその「解説」において顕著な違
いを見て取ることができる。一つは、先ほど学習内容
の 4 大項目の中に「エネルギー変換」が入っていたよう
に、いわば“格上げ”されたことになる。これは、指導
要領の「解説」にあるように、太陽光などの自然エネル
ギーによる発電やハイブリッド技術など、電気に変換す
る際の効率などが昨今問題となっていることと関係して
いる。さらに現行の「作物の栽培」の代わりに、「生物
育成に関する技術」という大項目がとって代わり、教え
る内容の重点がずらされた。特に生物育成に関する「評
価」については、また「解説」によると、森林や水田な
どが環境に果たす役割、それから炭酸ガスの吸収といっ
た環境問題にかかわる最近のテーマと無縁ではない。
　これら以上に大幅に内容の上でも改訂されたのが、情
報分野である。
　最初に情報モラルが筆頭項目 (1) におかれ、現行より
も格上げされた。「情報ネットワーク」という用語が本
文に初めて登場し、その基本からその仕組みを教えるこ
とになった。その他「解説」では、ビット、バイト、な
ど以前に登場しなかった用語が立て続けに出てくる。情
報の「ディジタル化」や「情報の容量」という用語も新
たに登場し、しかも「解説」で頻出している。実際に生
徒にこれらを教える場合には、その簡単な説明で十分で
あろうが、しかし生徒はこれらの用語、あるいは仕組み
について、よりレベルの高い質問をしてくることが大い
にありうるわけで、教師の側は表層的な知識のレベルを
はるかに超えた深い知識を装備しておかねばならない。
　すでにふれたように、今回の改訂で、中学校の技術で
学ぶ情報とコンピュータについては、生徒が小学校で得
た技能や知識を必ず踏まえて、さらには高校の「情報」
との接続を意識して、授業を編成するように要請されて
いる。このことは、これまでの指導要領で明記されてい
なくとも、当然の要請事項として、明文化するには及ば
ない、と考えられていたのかもしれない。しかし今回の
改訂でこれが明記されたのは、小学校でのコンピュータ
使用や情報をしたりする機会が一般化し、地域間や学校
間の格差が是正されてきたからと思われる。
　中学校の技術科で情報とコンピュータを教える場合、
いずれにせよ、小学校での学習内容とその習熟度などを
事前に調査しなければならなくなったわけだが、学習指
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導案を作成する場合にも、この点をかならず言及しない
といけないだろう。そして指導案の「生徒観」の項目に、
生徒の実態を記述し、これをもとに授業展開を構築すれ
ばよいことになる。
第 2章　指導案作成の諸原則
  学習指導案を作成する上で、実際に技術科に関する指
導法の授業で、原則として掲げている事項を以下に列挙
し、簡単に解説を付加しておく。
2. 1 何のための指導案か
　指導案はまず何よりも授業担当者が自らの授業展開を
確認し、これを自覚しながら実際の授業に臨むためのも
のである。もちろん研究授業などでそれを関係者一同に
配布し、これをもとに後で公表してもらうわけだが、こ
のことが第一義的なものではない。やはりそれは基本的
に自分の授業遂行のための指導案である。
　年間の学習計画、単元計画、他学年の学習内容との連
関、指導要領の「総則」に謳われていた小学校、高校で
の学習内容との関連付、などが前提されていることも自
明なので、これについては本稿では詳しくは触れない。
　フローチャート式（図の２を参照）に指導案を表現す
ることがあるが、それは授業全体の流れを一目で確認で
きるようにするためであり、また自分でこの流れを念頭
に置いて授業を遂行するためである。いずれにせよ、冗
長にならないように簡潔な表現で指導案を作成するよう
に指導している。
2. 2 学習体系上の位置づけ
　学習指導要領や既に確定している年間指導計画、（大）
単元の指導計画に基づいて授業を行うので、この点を指
導案で明記する。「題材について」または「教材観」等
の項目で本時の学習項目を位置づけ、また指導者がこれ
についてどのように理解しているかを明確にしておく。
生徒が該当（小）単元を学習する意義も付記することも
多い。また当該学習内容が日常生活や他教科と同関連す
るかを記す場合もある。
2. 3 生徒の実態把握
　「生徒観」や「生徒について」で対象とする生徒の習
熟度、クラスの雰囲気、予想される生徒のつまづきやす
い点（とその対応）などを確認する。この項目は教師側
が一方的に生徒に教えるのではなく、生徒たちのこのよ
うな実態をもとに教授することを宣言するところである
が、授業参観者に情報を提供する意味もある。事前にア
ンケート調査を行ったり、テストなどの結果を分析して
書くことが多い。
　特にこのたびの指導要領改訂のことも念頭に置けば、
小学校での既習事項を考慮に入れ、さらに将来学ぶこと
になる高校の「情報」に関しても視野におさめておかね
ばならないだろう。それを必ずしも指導案に明記しなく
ても、である。
2. 4 「山」場構築のための演出
　授業には必ず“新しい”学習事項が少なくとも一つ設
定されている。その“新しさ”は既習事項の延長上にあ
るわけではない。それは、高低の程度は異なるものの、
いわば乗りこえられるべき“壁”である。この壁を生徒
自分の力で越えることが授業の目標であるが、生徒自身
がこの壁を壁として自覚させる必要があろう。それは
例えば「導入」で実例をもとに「なぜ失敗したか、うま
くいかなかったか」、など生徒に「なぜ？」を自覚させ、
問題意識を持ったまま授業に臨ませるのが好ましいので
ある。これこれの技術を習得すればこれこれのすごいこ
とができる、といった知識の有用性をこの導入で強調し、
学習意欲を高める、といった手法も有効と考えられる。
例えば表計算のある関数を学ぶと、ある情報処理がいと
も簡単に可能となる、といったことを最初に紹介するわ
けである。この場合生徒に“驚異”の念を惹起させ、問
題意識を抱かせることになる。いずれにせよこの場合授
業者の創意工夫、アイディアが要求されるが、先ほどの
生徒の実態を踏まえて、学習意欲の醸成を行わなければ
ならないのはもちろんである。
2. 5 「山」の後の自己評価
　「山」となる部分は授業の中核にあたるが、その、い
わば“山越え”に生徒が成功したかどうか、自分の指導
の仕方が功を奏したかどうかを確認しないといけない。
指導案ではあらかじめ「評価基準」（「評価の観点」と書
くことが多い）を設けておいて、この基準をクリアした
かどうか、確認する手順をも明記することが望ましい。
　例えば簡単な応用問題を“山越え”の直後に出して、2、
3 人の生徒に応答させただけでも、その成否を判定でき
る。仮に 3 人とも応用問題に答えることができなかった
ら、授業の進行を後戻りさせて、再度“山越え”に挑ま
なければならない。この場合別の教え方で生徒が“山越
え”に成功するように指導することも必要になろう。指
導案の手順に拘泥してしまえば、生徒は未消化のままに
終わりかねない。
　指導案は絶対ではない。既習済みのはずの学習項目を
生徒が実は理解していなかったことが授業中にわかった
場合、指導案を反古にしなければならないこともある。
2. 6. その他指導案作成上の留意事項
　指導案は、授業参観者がそれを見てすぐに授業手順が
わかるように書くことが望ましいので、A4 用紙 2 枚以
内におさまるように指導している。
　表組みで授業手順を示す「指導過程」（または「学習
の流れ」または「展開」）の記述に関しては、枝葉末節
的な事項は端折る必要がある。例えば「パソコンの電源
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を入れる」といったことは記入する必要がないのであっ
て、むしろ“山”場に関してどういう手順で教えるかに
ついて記述するのが望ましい。
　その他の点については以下の具体的な指導案について
言及することにする。
第 3章　指導案作成の実際
　指導案の様式はさまざまあるが、例えば以下のような
（本稿の最後に載せた）指導案（図 1, 2, 3）が典型的な
ものだろう。しかしこれらについて簡単にコメントして
おく。
　この図１と２のように指導案作成は普通前段と後段と
に分けられる。前段で教える内容の意義や、この学習内
容が帰属する（大）単元内での位置づけ、そして生徒の
実態を書くのがふつうである。　
　また少なくとも（小）単元の時間ごとの学習内容を明
示し、当該授業を単元の学習体系全体の中に位置づける。
生徒の実態（「生徒について」）で習熟度など、操作が得
意な学生とそうでない学生の実態などを記し、その際生
じうる問題に対してその対策案を示すこともある。　こ
の指導案ではこの前段の最後に授業の「山」となるとこ
ろが「目標」として書かれてあり、これが後段の「評価
の観点」に結びついている。
　後段は実際の授業の進行を一目でわかるように、また
生徒の活動内容を、またこの場合には教師の側の働きか
けについても言及している。フローチャートで「学習の
流れ」が一目でわかるように書かれてある。また「評価・
留意点」では、この場合には、プレゼンテーションをど
のように利用するかが明記されている。授業全体の流れ
がわかるだけでなく、授業風景がある程度イメージでき
る指導案になっていると思う。評価、つまり大事な点を
教えた後に行う、教え方に対する評価については、出来
ればその方法を書くほうが望ましかった。例えば質疑応
答でもある程度生徒の理解度をチェックできる。
　模範的な指導案であるが、出来れば導入で問題意識を
惹起するような内容にしたほうがよかった。
　図の 3 は後段だけであるが、教育実習で実習生が学校
現場で作成した指導案である。いわゆる研究授業のそれ
であるが、導入部で一工夫ほしかった。例えばネットワー
ク上のトラブルとか Web 作成のよい例、悪い例などを
例示する、など、生徒の注意を喚起する内容のほうがよ
かったであろう。また「展開」中の「インターネットで
できる点」の要点をすぐ下に列挙しておくと、学習内容
が明確になるので追加すべきだった。
おわりに
　本稿の執筆は高橋が担当した。ただ執筆の際、もう一
人の執筆者、高田の授業ノートを参照し、指導案作成の
諸原則をこれをもとにまとめ上げた。
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技術科の指導案と指導案作成の指導
図 1 指導案例（前段）
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図 2 指導案例（後段）
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技術科の指導案と指導案作成の指導
図 3 指導案例（前段省略）
